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１．港湾の電子化（サイバーポート）
推進委員会設立の背景
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今後の港湾の目指すべき姿

• AI、IoT等の情報通信技術が著しく発展し、様々な技術革新が生まれる「第４次産業革命」とも言われる時代を迎え
ている中、諸外国においては、情報通信技術を活用した港湾物流効率化の取り組みが加速している。

• こうした状況を踏まえ、我が国の国際競争力を強化するため、我が国の港湾においても新技術を活用した大胆な
変革が求められており、あらゆるヒト･モノ･情報をつなぎ、新たな価値を生み出す「フィジカル&サイバープラット
フォーム」への転換を目指す必要がある。

• この将来像の実現に向けて、港湾情報処理の効率化や情報の利活用を促進する環境の整備を促進する。
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世界中の顧客

ハンブルク港湾公社

各国港湾公社

ターミナル
フォワーダー

運送会社

上屋

工業品取引

世界中の公共サービス
関係者

※Port Technology社資料

シンガポール港の
２階建ターミナル構想

ハンブルク港（ドイツ）における
港湾物流情報システム

新たな
価値を
創造

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバープラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾 Cyber

Port

Physical

Port

【我が国の港湾の将来像（Cyber Port）】

港湾の完全電子化による
港湾物流の効率化

情報の利活用の推進による更なる生産性
向上・新たな港湾情報ビジネスの創出

港湾関係者

物流関係者

船社

国（非NACCS関係）

NACCS

港湾管理者

港湾関連データ
連携基盤

港湾情報

物流情報

管理情報等

通関情報等

届出・報告等

物流情報

荷主入出荷情報

農水産品情報

（農業データ
連携基盤）

海外
港湾
情報国土地理

情報（ＧＩＳ
システム）

港湾

インフラ

情報

国内
物流
情報

ターミナ
ル情報
（IoT）

連携
連携

新ビジネス 国際金融
取引情報

気象・

海象

情報

インフラ

情報

災害

情報

Ｅコマース
情報

観光

情報

新ビジネス

新ビジネス

新ビジネス

港湾物流情報やIoTを活

用したリアルタイム物流動
向に関する情報提供

農水産品の生産情報と港湾物流
情報を活用した最適輸送ルート
の選択による農水産品輸出ビジ

ネスの拡大

クルーズ客の活動情
報と観光消費性向の
マッチングによるおも
てなしビジネスの展開 非常災害時における施設被害情

報と港湾物流情報を活用した代替
輸送ルート情報提供

出典：港湾の中長期政策「Port2030」（国土交通省港湾局）

【情報化・自働化が進む諸外国の港湾】

【第４次産業革命の進展】

① ＩｏＴ

③ 人工知能（ＡＩ）

① ＩｏＴ

出典：「平成28年版情報通信白書」（総務省）より作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/nc111220.html

社会的構造的課題の
本質的な解決！

④ 自動化現実世界

サイバー空間

② ビッグデータ



IT化が進む諸外国の港湾の動向

アントワープ港

港湾情報のデータプラッ
トフォーム化

ハンブルク港

港湾情報のデータプラッ
トフォーム化

ロングビーチ港

情報共有、予測分析シ
ステム実験中

ロサンゼルス港

データ共有ポータルサイ
ト実験中

上海海関、COSCO、SIPG

データプラットフォーム
構築の覚書締結

PSA、IBM、PIL

物流、貿易金融のブロッ
クチェーン基盤構築の
覚書締結

韓国政府（関税庁、海洋水産部、
釜山港湾公社他）、韓国船社、
IBMなど港湾物流関連30社のブ
ロックチェーンコンソーシアム

船社、銀行、保険、商社、NTT
データなど15社による貿易金融

部門のブロックチェーンコンソー
シアム

商船三井、三井住友銀行、IBM

など７社による貿易実務へのブ
ロックチェーン適用可能性実験

日立、みずほ銀行、みずほフィ
ナンシャルグループ

受発注、在庫管理、決済へのブ
ロックチェーン技術適用実験

双日、京セラ

コンテナ、トレーラーにセンサー
をつけ、リアルタイム情報技術の
開発開始

韓国関税庁

ブロックチェーンベースの電子原
産地証明書の実験開始

韓国関税庁、ロッテなど４社
越境EC分野でのブロックチェーン
適用の研究開発開始

陽明海運、中国信託商
業銀行

ブロックチェーンを利用
した貿易手続き実験完
了

ベルギー酒造会社、欧州税関機
構、アクセンチュア他

ブロックチェーンを利用した貿易
手続き実験完了

イギリスHSBC、オランダING

ブロックチェーンを利用した信
用状取引実験を完了

国際フレイトフォワーダーズ協会連合

電子Ｂ／Ｌの枠組み開発に取り組むこ
とで合意し覚書締結

ＺＩＭ（船社）
ブロックチェーンを利用した実験を完了

Maersk Line、IBM

ブロックチェーン活用の貿易プラット
フォーム「TradeLens」を2018年中に
サービス開始予定

• 先行する諸外国の実験成果によれば、データの再入力作業を最大で80％以上削減、書類手続きを５日以上短縮、
年間数億ドルのコスト削減が見込めることが確認されている。

• 世界的に貿易関連業務のデジタル化の動向が急速に進展して行く中、我が国港湾（港湾管理者、港湾関連事業
者）においても関係者が協働でＩＴ化を強力に進めて行く必要があるのではないか。

• 具体的には、港湾をとりまく諸手続・取引（行政手続、民間事業者間手続）の電子化、ペーパレス化し、それらデー
タを連携した上で、生産性の向上等を進めていくべきではないか。

資料：各報道を元に内閣官房IT総合戦略室作成
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我が国における港湾のIT化に関する議論
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（委員）

・阿久津 聡 一般社団法人 日本船主協会 物流システム幹事長代理

・石原 伸志【座長】 東海大学海洋学部教授

・小河原 敦郎 日本貿易会 物流委員会ワーキンググループ委員

・小野 憲司 阪神国際港湾株式会社 取締役副社長

・苦瀬 博仁 流通経済大学流通情報学部教授

・黒川 毅 日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長

・小峰 茂昭 一般社団法人 国際ﾌﾚｲﾄﾌｫﾜｰﾀﾞｰｽﾞ協会ﾌｫﾜｰﾃﾞｨﾝｸﾞ副委員長

・竹谷 隆 一般社団法人 日本経済団体連合会 運輸委員会物流部会委員

○ 貿易手続等に係る官民協議会において平成30年3月に取りまとめられた港湾のＩＴ化については、
内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室が各省庁などと連携して具体的な施策を検討していく

取りまとめ（抄）

委員及び関係省庁

・前田 秀昌 株式会社上組 港湾事業本部 港運部 部長

・村瀬 千里 外国船舶協会 専務理事

（関係省庁）

・内閣官房日本経済再生総合事務局

・財務省関税局

・経済産業省貿易経済協力局

・経済産業省商務情報政策局 商務・サービスグループ

・国土交通省港湾局

第４ 今後の検討課題
１．港湾のＩＴ化

（略）ＣＹカットタイムの短縮と港湾における渋滞
の緩和を推進するに際して、ＡＩターミナル等各港
湾の状況に応じた適切なシステムを導入するこ
とが期待される。しかし、貿易手続等の全体最適
化の視点では、これらの取組だけでは不十分で
ある。近年飛躍的に進歩したＩＴ技術を活用し、貿
易手続等に関する情報の電子化と関係者間で
のデータ利活用の推進等、手続を含む港湾の全
体最適化について検討を深め社会実装につな
げることが必要である。

（貿易手続等に係る官民協議会（平成30年3月27日）取りまとめ 事務局：内閣官房日本経済再生総合事務局）

3月27日 議事要旨（抜粋）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/boeki_tetsuzuki/dai6/gijiyousi.pdf

（貿易手続等に係る官民協議会取りまとめ（案）について）
石原座長
「第４ 今後の検討課題」の「１．港湾のIT化」については、この協議会では
十分な議論ができなかったところがある。港湾の電子化については非常に
重要な今後の課題だと思う。 （略）

石原座長
それでは、港湾のＩＴ化などについては、内閣官房IT室が中心となって、今
後、さらに検討を進めていただきたい。 （略）

石原座長総括
● 今回は十分な議論ができなかったが、港湾のIT化を促進することで、よ
り効率的な業務を行っていくことが可能であると考える。内閣官房IT室にお
かれては、本件について前向きな御検討をよろしくお願いしたい。



「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」における港湾・物流分野の取組内容

【現状】個々のやりとりにおける部分最適

【将来】データ連携による全体最適と高度化

AIによる最適化・高度化

港湾関係者

物流関係者

船社

国（非NACCS関係）

港湾情報

NACCS

港湾管理者

物流情報

物流情報

管理情報等

通関情報等

届出・報告等

紙・メール・FAXでの伝達

EDI 連携

荷主入出荷情報

港湾関係者

物流関係者

船社

国（非NACCS関係）

NACCS

港湾管理者

港湾関連データ
連携基盤

港湾情報

物流情報

管理情報等

通関情報等

届出・報告等

物流情報

荷主入出荷情報

（注）NACCS: Nippon Automated 
Cargo Consolidated System

（輸出入・港湾関連情報処理システム）

世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進
基本計画（IT新戦略）本文（抜粋）※2018年6月15日閣議決定

Ⅱ．ITを活用した社会システムの抜本改革

4 世界を先導する分野連携型「デジタル改革プロジェクト」

（１）世界最高水準の生産性を有する港湾物流の実現

港湾物流は、我が国の海外貿易の99％以上（重量ベース）が活用する
物流の結節点であり、多様な主体による経済活動、行政手続及び公共イ
ンフラの維持管理の中核拠点である。これら多様な主体ごとに独自に進
められてきた今までの情報化に関する取組は、主体ごとの部分最適とも
言える状況であり、港湾全体の最適化と国際競争力強化へと踏み出す
視点や主体が欠落していた。
今後の我が国の更なる貿易促進を見据え、多様な情報やその手続を
総体的に捉え直し、政府主導で各港湾の電子化を強力に推進するととも
に、これら港湾の最適な利活用を支えるデータ連携基盤を構築し、最先
端のAI技術等と集約されたビッグデータを活用した世界最高水準の生産
性を有する港湾物流を実現する。

①港湾の完全電子化と港湾関連データ連携基盤の構築

全国の物流事業者や港湾管理者が保有する、港湾情報や貿易手続情
報を港湾物流の生産性向上等の観点を踏まえ総体的に整理し、国内港
湾におけるこれら情報や手続を取り扱う港湾関連データ連携基盤を平成
32年までに構築する。同基盤は、必要なセキュリティ及び情報の秘匿性
を確保しつつ、中小企業を含む港湾物流に関係するあらゆる事業者が
柔軟に利活用できる仕組みを実装する。同基盤の活用により、港湾間の
情報連携を図り、港湾物流における生産性向上、国際競争力向上、ひい
ては港湾行政の効率化や災害対応力の向上を図る。

②世界最高水準の生産性を有するAIターミナルの実現

港湾関連データ連携基盤の構築に先んじて、平成31年度以降、国際コ
ンテナ戦略港湾において遠隔操作RTG 等の導入を促進する。さらに、同
基盤の構築を見据え、コンテナ貨物情報等を基にAI等を活用して最適化
したコンテナ蔵置計画の提案等、各種ビッグデータのAIによる分析手法
を構築し、世界最高水準の生産性と良好な労働環境を有するAIターミナ
ルを実現する。

出荷 輸出倉庫

輸入倉庫入荷

データ連携
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報道発表資料：産地・港湾の連携による農林水産物・食品の更なる輸出促進等
～産地・港湾連携プロジェクト～について（平成30年9月19日発表）
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・コンテナ混載施設の

整備 （市場近傍）

 スマートフード

チェーンシステ

ムによる流通

の最適化

 農林水産物・

食品の信頼性

の確保、付加

価値の向上に

よるジャパンブ

ランドの確立

 若手に魅力の

ある農業に、

農業の担い手

のほぼ全てが

データを活用

した農業実践

・スマートフードチェーンシステムの構築

産地・加工施設 物流拠点 港湾施設 船舶 輸出

・港湾関連データ連携基盤の構築

・農林水産物・食品の

輸出拠点（フードポート）

の整備
（小口貨物積替円滑化支援

施設、リーファーコンテナ

電源供給設備等の整備）

・高機能冷凍・冷蔵

コンテナを活用し

た輸出促進支援

・リーファー対応の

コンテナ詰施設の整備
（産地近傍やインランドポート）

・グローバル

産地形成支援

A産地

B産地

C産地

D産地

E工場

F産地

海外輸入業者

生産者

小売

バイヤｰ

レストラン

農業データ連携基盤の機能を拡張し、農林水産物・食品の生産から販売・消費・輸出に至るまでの様々なデータを収集・活用

し、国内外の市場や消費者のニーズに機動的に応えるスマートフードチェーンシステムを構築

輸出業者



港湾の電子化を実現する「港湾関連データ連携基盤」の概要

【現状】個々の電子化（紙手続きも存在）

【将来】データ連携による全体最適と生産性向上

荷主
海貨
ﾌｫﾜｰﾀﾞｰ

通関
業者

保税
蔵置場

陸運
ターミナル
オペレーター

ＮＡＣＣＳ・シングルウィンドウ
税関 港湾管理者 関係省庁

船会社

「港毎」
「事業者間毎」
個々に電子化

（紙手続も多数
存在）

全国統一したデータ
連携基盤を構築し、港
毎、事業者毎の電子
化・情報連携を効果的
に推進。

データを活用し、港湾
物流の生産性を向上

（平成15年７月～）

港湾関連データ連携基盤

データの利活用（荷役におけるＡＩ活用等）

港湾管理者等

（インフラ情報、その
他行政手続き等）
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荷主

海貨
ﾌｫﾜｰﾀﾞｰ

通関業者
(1500社)

保税
蔵置場
（約4700）

陸運

船会社
(約90社)

ターミナル
オペレーター
（約100）

ＮＡＣＣＳ・シングルウィンドウ
税関 港湾管理者 関係省庁

電子化

再入力

紙照合

紙 紙 紙

（平成15年７月～）

輸出入 入出港
電
子
化

電
子
化

電子化

手入力

A 港湾

・・・

B 港湾

Z 港湾

・インフラ情報やそ
の他行政手続き等
を独自に電子化
（一部、非電子）

電
子
化

紙

電
子
化

一部紙

農業データ
連携基盤等

連携



「港湾関連データ連携基盤」のコンセプト

データセット①：ブッキング

輸出者 輸入者 船会社 海貨業者名

船積港 品名 重量 ・・・

データセット②：インボイス

輸出者 輸入者 船積港 価格

品名 重量 運賃 ・・・

データセット③：船積依頼書

輸出者 輸入者 船会社 ﾌﾞｯｷﾝｸﾞ番号

船積港 入港予定年月日 重量 ・・・

（１）データモデル構築
・各手続きに係るデータセット
を定義。これをとりまとめた
データモデルを構築

・情報入手のタイミングやデー
タアクセス権を個別に定義

・・・

海貨・フォワーダー荷主 ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟﾚｰﾀｰ陸運 船会社

（２）API作成
・各社毎にデータフォーマット
等が異なる自社システムを連
携基盤に接続させるための
入出力インターフェース（API)

を作成 港湾関連データ連携基盤

荷主用API 海貨用API 陸運用API TO用API 船会社用API

※API：Application Programming Interface ソフトウェアコンポーネントが互いにやりとりするのに使用するインタフェース仕様

ＮＡＣＣＳ

税関 港湾管理者 関係省庁

自社
システム

自社
システム

自社
システム

自社
システム

A手続 B手続 C手続 ・ ・ ・

（３）NACCS連携

・NACCSで提供されてい

る全手続きをデータ連携
基盤を通じて行える連携
機能を構築

（５）データ出力機能作成

・手続き状況進捗（見える化）
・行政への報告、届出
・AI活用のためのビッグデータ 等

※ 同じ情報でも異なる表現（日本郵船/NYK、平成30年/H30）、順序（船社→品名/品名→船社）等

自社
システム

接続するシステム毎
の差異（※）をAPIに
合わせるよう変換

（４）簡易連携・スクリプト作成
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・データ連携基盤側で港湾・物流関係者が横断的・共通的に利用可能な「データモデル」を定義
・各プレイヤーは業種毎に用意されたAPI・スクリプトにより連携基盤に接続
・これにより、各社の既存システムを改変することなく、関係者間のデータ連携を実現



２．港湾の電子化（サイバーポート）実現
に向けた会議体・体制・スケジュール等
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本委員会とサイバーポート検討WGの役割分担について

11

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）
本部長：内閣総理大臣

官民データ活用推進戦略会議
議長：内閣総理大臣
副議長：IT政策担当大臣、内閣官房長官、総務大臣、経済産業大臣
議員：議長・副議長を除く全国務大臣、内閣情報通信政策監及び有識者

港湾の電子化（サイバーポート）推進委員会
（内閣官房 情報通信技術（ＩT）総合戦略室＋
国土交通省港湾局設置）

サイバーポート検討WG

（国土交通省港湾局＋内閣官房情報通信
技術（ＩＴ）総合戦略室設置）
※分野別検討事項等は次ページ参照

座長：必要に応じ設置
関係省庁（課長級、議論テーマに応じ参加）
関係民間団体等（議論テーマに応じ参加）

＜合意・決定の場（新設）＞ ＜議論・調整の場（新設）＞

結果
報告

官民データ活用推進基本計画実行委員会
会長：村井慶應義塾大学教授
（委員会構成：民間委員＋各府省庁：局長級）

当面の目標
○施策推進ロードマップの策定
○年度目標、推進状況のフォローアップ
○サイバーポート検討WGにおいて決定された、
業態毎のデータひな形等の承認

座長：村井慶應義塾大学教授
関係省庁（指定職級：局長 / 審議官等）：
内閣官房 （ＩＴ総合戦略室）、財務省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省
有識者、関係民間団体等

当面の目標

○業態ごとのデータひな形（インタフェース、
データ構造等）の検討
○課題・論点整理、関係者間調整等

検討
依頼

内閣官房 IT総合戦略室
所管会議体



（参考）サイバーポート検討WGの構成（案）

12※上記の他、必要に応じ、業種別の意見交換等の場も検討

事務局：国土交通省港湾局、内閣官房 （IT 総合戦略室）
参加者：国土交通省、内閣官房、経産省、財務省、他関係省庁（調整中）、港空研、国総研、

横浜川崎国際港湾(株)、阪神国際港湾(株)、日本船主協会、外国船舶協会、日本船舶代理店協会、
外航船舶代理店業協会、日本内航海運組合総連合会、日本港運協会、日本商工会議所、
日本海運貨物取扱業会、全日本トラック協会、国際フレイトフォワーダーズ協会、経団連、日本機械輸出組合、
日本貿易会、日本化学工業協会、電子情報技術産業協会、輸出入・港湾関連情報処理センター（株）、
港湾管理者（東京都、横浜市、神戸市、静岡県、名古屋港管理組合、福岡市） 等

内容： 港湾関連データ連携基盤構築に係る仕様検討、関係者間調整等

事務局 ：国土交通省港湾局、内閣官房 （IT総合戦略室）
参加者（予定）：関係省庁、港湾管理者等
内容（予定） ： 港湾行政諸手続きに係る簡素化、電子化、データ利活用の検討

事務局 ：国土交通省港湾局、内閣官房 （IT 総合戦略室）
参加者（予定） ：関係省庁、港湾建設団体等
内容（予定） ： 港湾施設情報（i-Construction等）、維持管理及び防災・災害復旧情報の電子化、データ利活用の検討

サイバーポート検討WG（港湾・貿易手続）

サイバーポート検討WG（港湾管理行政）

サイバーポート検討WG（港湾インフラ情報）



港湾の電子化に係る全体ロードマップ
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平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度以降

港
湾
の
電
子
化

会議体

港湾関連
データ
連携基盤

港湾管理
行政関係

港湾
インフラ
情報関係

連携基盤
基本仕様検討

連携基盤
設計・構築

港湾データ連携基盤運用・全港湾への
利用促進・拡張機能構築機能改善等

成果のフィードバック

平成
32年
末

連携基盤 機能改善・拡張仕様検討等

ＩＴ
新
戦略

港湾の電子化（サイバーポート）
推進委員会等※年２～３回開催

運営方法・出口戦略検討

i-Construction

連携基盤に取り込む
対象手続の特定

行政手続き
電子化
の促進

コンテナ以外へ拡大

仕様検討 連携基盤への実装

連携基盤に取り込む
対象情報の特定

仕様検討 連携基盤への実装



委員会開催スケジュール（案）
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6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

港湾の電子化（サイバー
ポート）推進委員会

　　↑↓連携

サイバーポート検討WG
（港湾・貿易手続）

サイバーポート検討WG
（港湾管理行政）

サイバーポート検討WG
（港湾インフラ情報）

2018年度
2019年度 2020年度 以降

★ IT新戦略閣議決定

●第1回会議開催

○第1回会議開催

●第2回会議開催

○第2回会議開催

年2～3回開催

港湾関連

データ連携

基盤構築

コンテナ

以外にも

拡大

年4～5回開催

○第1回会議開催

○第1回会議開催

適宜開催

適宜開催

・ ・ ・

調査・アンケート

分析

連携基盤

仕様検討等

（担当者間協議）

連携基盤仕様

取りまとめ結果報告



委員会及びサイバーポート検討WGにおける平成30年度の取組内容
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議題

第１回
（本会議）

○港湾の電子化の必要性、概要、期待される効果
○完全電子化のロードマップ（対象業務と実施期限）
○サイバーポート検討WG（港湾・貿易手続）の検討事項の洗い出し

第２回
（平成31年春頃）

○サイバーポート検討WG（港湾・貿易手続）検討内容報告
○平成31年度の検討方針･スケジュール整理

サイバーポート検討WG（港湾・貿易手続）

港湾の電子化（サイバーポート）推進委員会

議題

第１回（１２月頃）
第２回（２月頃）

○港湾・貿易手続きに係る現状、課題
○港湾関連データ連携基盤が具備すべき要件、機能、仕様
○対象業務の範囲（詳細）

※スケジュールは予定
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